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インド統計・計画実施省が10月13日に公表した消費者物価指数（以下、ＣＰＩ）によると、2025

年９月のＣＰＩ上昇率は前年同月比1.5％と、前月の同2.1％から低下（図表１）、事前の市場予想

（同1.5％）1と一致した。 

 

地域別のＣＰＩ上昇率をみると、都市部が前年同月比2.0％（前月：同2.4％）、農村部が同1.1％

（前月：同1.7％）と、それぞれ低下した。 

 

品目別にみると、主に食品価格の低下がＣＰＩを押し上げた。 

まず食品は前年同月比▲2.3％と、前月の同▲0.7％からマイナス幅が拡大した（図表２）。食品の

うち野菜が同▲21.4％、豆類が同▲15.3％となり、それぞれ大幅な価格下落が続いており、また香

辛料(同▲3.1％）の減少も続いた。このほか、国際価格の緩和により穀物製品（同 2.1％）や牛乳・

乳製品（同 2.5％）、加工食品（同 4.1％）が鈍化した。他方、油脂（同 18.3％）と果物（同 9.9％）

は高い伸びが続いたほか、肉・魚（同+2.1％）が３か月連続で加速した。なお油脂は輸入比率が高

く、昨年９月の食用油の関税引き上げや国際的な価格上昇の影響を受けて高い伸びが続いている。 

燃料・電力は前年同月比2.0％（前月：同2.3％）と、国際原油価格の低下を受けて鈍化した。 

コアＣＰＩ（食品、燃料を除く総合）については前年同月比4.5％となり、前月の同4.1％から上

昇した。カテゴリー別にみると、貴金属価格の高騰によりパーソナルケア（同19.4％）や住宅（同

4.0％）が加速した一方、保健（同4.3％）や教育（同3.4％）、家庭用品・サービス（同2.4％）、

 
1 Bloomberg 集計の中央値。 
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娯楽（同2.0％）、輸送・通信（同1.8％）が前月から低下した。衣料品・履物（同2.3％）は横ば

いで推移した。 

 

９月のインフレ率（ＣＰＩ上昇率）は 2017 年６月以来の最低水準となり、インド準備銀行（Ｒ

ＢＩ）の目標レンジ（+２％～６％）の下限を下回った。主に物品サービス税（GST）の税率の合

理化や食品インフレの緩和が物価の押し下げ要因となった。９月は良好な降雨に恵まれた雨期作の

収穫が一部地域で始まったことで、食料の供給量が増加して食品価格が押し下げられた可能性があ

る。 

10 月のインフレ率も落ち着いた水準を維持しそうだ。インド政府はトランプ関税が外需を下押

しすることを警戒して 9 月 22 日から GST 税率の合理化を実施しているが、この影響は 10 月以降

に本格的に現れるものとみられる。また雨期作の収穫は 11 月にかけて行われるので、供給増に伴

う食品価格の押し下げ効果は更に強まるものとみられる。もっともコアインフレ率は２年ぶりの高

水準にあるほか、インドルピーの減価傾向は続いており、足元のインフレ鈍化は短期的なものとな

りそうだ。 

ＲＢＩは 10 月の金融政策委員会（ＭＰＣ）で政策金利を据え置いたものの（図表３）、先行きの

インフレ見通しを下方修正している。米国によるインドへの高関税が撤回されない場合には、ＲＢ

Ｉは 12 月の会合で成長支援のための追加緩和を実施するものと予想される。 

 

 

本資料記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と完全性を保証するものではありません。 
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